
令和９年度 新規採用職員（事務職員）の募集について 

採用情報 

 この度は、独立行政法人海技教育機構（ＪＭＥＴＳ＝Ｊａｐａｎ Ａｇｅｎｃｙ ｏｆ Ｍａｒｉｔｉｍｅ Ｅｄ

ｕｃａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｔｒａｉｎｉｎｇ ｆｏｒ Ｓｅａｆａｒｅｒｓ）「令和９年度 新規採用職員募集」に

アクセスいただき有難うございます。 

 当機構は、内航及び外航船員を養成するため、海上技術学校２校、海上技術短期大学校５校、海技大学校及び

大型練習船５隻を擁し、学科教育と練習船による航海訓練を通じた一貫教育を実施するとともに、商船系大学や

高等専門学校などの船員教育機関の学生に対する航海訓練、海運会社の船員に対する実務教育及び船舶運航技術

の研究などを行い、我が国の海上輸送の安全と安定に貢献することを使命として設立された独立行政法人です。 

 ※具体的な事業内容は、ホームページをご参照ください。 

 当機構の使命に積極的に取り組む意欲のある人材を広く募集します。 

 

◇募集要項 

◇募集職種 

 

事務職員 

本部・学校事務職員（■陸上職）  

【A】 事務系:本部の管理、企画業務、各地の学校運営など幅広くご経験を積んでいただきます。 

        特定の分野にとらわれず、幅広い業務に挑戦する意欲のある方を歓迎します。 

 

【B】 会計系:本部会計課を中心にご経験を積んでいただきます。 

        日商簿記等の会計関連資格をお持ちの方を歓迎します。 

 

【C】 情報系:本部情報通信システム室を中心にご経験を積んでいただきます。 

           情報系の学部学科を卒業した方、IT関連資格をお持ちの方を歓迎します。 

 

練習船事務職員（◆海上職）および本部・学校事務職員（■陸上職） 共通職 

【D】 海上系：練習船の事務員を中心にご経験を積んでいただきます。 

         海上での業務に高い関心のお持ちの方を歓迎します。 

 

※希望職種を選択し、エントリーシート上部の希望職種欄に○をして下さい。 

なお、複数の職種に興味のある方はそのすべてに○をお願いします。 

選考の中でお話を伺っていきます。 

 ※【B】, 【C】, 【D】を選んだ場合でも、本部他課や学校事務職員もご経験いただきます。 

◇応募資格 募集職種【D】に応募される方は以下双方の資格を満たす必要があります。 

■陸上職、◆海上職 共通   

 ・４年制大学卒業者、短期大学又は専門学校卒業者、大学院修了者又は令和９年３月に 

４年制大学卒業見込者、短期大学又は専門学校卒業見込者、大学院修了見込者。 

・本部(横浜)及び学校所在地(下記の◇勤務地欄に記載)への転勤が可能なこと  

◆海上職のみ 

 年間約１０ヶ月間常時(※)乗船し、船内居住することが可能な者 

  ※年間約１０ヶ月乗船勤務、約２ヶ月間（６０日間）の連続休暇制度となります。 

連続１０ヶ月の乗船中の寄港地等においても、約８８日間休暇を取得することになります。 

(*)令和８年休み合計１４６日（週休日：１０４日、祝祭日１７日、年次休暇２５日） 下記の◇勤務条件に記載 



◇職種の内容 ■陸上職： 

○管理業務 

  総務、人事、会計など機構の業務運営を支える内部管理業務 

○企画業務 

事業計画、海事広報、国内海事関係機関や国際機関との連携・調整業務 

○学校運営 

海上技術学校、海上技術短期大学校、海技大学校の学校事務 

◆海上職： 練習船事務職員  

    船内における総務、人事、給与、福祉、会計、出納、物品調達等事務 

◇募集人員 ４名程度 

◇採用予定日 令和９年４月１日（既卒の方については、応相談） 

◇勤務地 ■陸上職、◆海上職 共通 

・本部（神奈川県横浜市） ・海技大学校（兵庫県芦屋市） 

・海上技術学校（千葉県館山市、長崎県南島原市） 

・海上技術短期大学校（北海道小樽市、岩手県宮古市、静岡県静岡市、愛媛県今治市、 

佐賀県唐津市） 

◆海上職のみ 

・練習船（日本丸、海王丸、大成丸、銀河丸、青雲丸のいずれか） 

◇応募受付期間 令和８年６月１日から令和８年９月１８日（金）まで 

◇応募方法 エントリーシートに必要事項を入力のうえ顔写真画像データを貼付し、送信してください。 

エントリーシート    （送付先：）recruit-honbu＠jmets.ac.jp 

※当機構においては、写真画像データを含め２５MBまでの添付ファイルの受信が可能です。ご契約のプロバイダに 

よっては容量制限を設けている場合がありますので、ファイルサイズにより、画質を下げる等調整してください。 

※提出されたエントリーシートは、返却できませんので、予めご了承願います。 

◇選考方法 （１）第１次選考（書類選考：合否については９月下旬に通知） 

（２）第２次選考（筆記試験：書類選考合格者のみ） 

①試験日：令和８年１０月実施予定 

②試験会場：機構本部（横浜市） 

（３）第３次選考（面接試験） 

①試験日：令和８年１１月実施予定 

②試験会場：機構本部（横浜市） 

※面接は計２回を予定しています。 

※応募状況等により、１日で２回実施する場合と、別日程で実施する場合があります。 

詳細は第２次選考通過者に別途通知します。 

◇勤務条件等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）給与等（令和８年４月現在） 

※あくまで例示であり、規則改正、職務経歴及び家族構成などにより変動することがあります。 

①初 任 給 

  ＜陸上職＞ 

大学（学部卒） 俸 給  ２２５，６００円程度 

        地 域 手 当  ０円～３６，０９６円（勤務地により異なる） 

＜海上職＞ 

大学（学部卒） 俸 給  ２９１，１００円程度 

        俸給の調整額  ８，６００円程度 

地 域 手 当   ４７，９５２円程度 

 

②諸 手 当 扶養手当、通勤手当、住居手当および時間外勤務手当 等 

③賞   与 年２回（６月、１２月） ４．６５月 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※①～③については、国家公務員給与に準拠 

④社会保険 健康保険（国土交通省共済組合）、厚生年金、雇用保険及び労災保険に加入 

⑤福利厚生 希望者に対し、国家公務員宿舎の貸与が可能 

健康診断の実施、人間ドックの助成 等 

       その他福利厚生制度による割引、優遇制度あり 

（２）勤務時間・休日 

①勤務時間  

■陸上職 ７時間４５分／日（３８時間４５分／週） 

本 部 ８：３０～１７：１５ 休憩時間６０分 （時差出勤制度あり） 

各 学 校 ８：２５～１７：００ 休憩時間５０分 

◆海上職 ８時間／日（平均４０時間／週） 

②休   日 

■陸上職 土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末・年始（１２月２９日～１月３日） 

◆海上職 週休日（年間１０４日）、国民の祝日及び年末・年始 

③年次有給休暇   

■陸上職 １５日（４月期採用）  翌年から２０日（次年へ繰越制度あり 最高４０日） 

◆海上職 年間最大２５日（次年へ繰越制度あり 最高５０日） 

④特別休暇 

  ■陸上職  夏季休暇（５日）、結婚休暇、出産・育児休暇、慶弔休暇等 

  ◆海上職  結婚休暇、出産・育児休暇、慶弔休暇等 

⑤育児及び介護休業制度 

  あり 

◇お問い合わせ先 〒231-0003  神奈川県横浜市中区北仲通５－５７ 

 独立行政法人海技教育機構 総務部人事課第二人事係 

   TEL：０４５－２１１－７３０２ FAX：０４５－２１２－０００６ 

◇特記事項 ・当機構は、高校類似教育事業について、令和 8 年 12 月 25 日までに施行予定の学校設

置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する

法律（令和６年法律第 69 号。以下「こども性暴力防止法」といいます。）に基づく認定申

請を行う予定です。 

・当機構が認定を受けた場合、本業務へ従事するに当たっては、こども性暴力防止法に基づ

き、特定性犯罪の前科の有無を確認するための犯罪事実確認が必要となります。 

・特定性犯罪の前科がある場合（特定性犯罪事実該当者の場合）は、こども性暴力防止法に 

基づき、本業務に従事させないこと等の措置を講じる必要があるため、当機構の採用条件 

の一つとして、特定性犯罪の前科がないことを求めることとしています。 

・このため、予め、採用選考過程において、誓約書や履歴書等により、特定性犯罪の前科の 

有無を確認いたします。 

 

※「特定性犯罪」、「特定性犯罪事実該当者」の内容は別紙参照条文をご参照ください。 

 

  



別紙（参照条文） 

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第

69号）（抄） 

 （定義） 

第二条（略） 

７ この法律において「特定性犯罪」とは、次に掲げる罪をいう。 

一 刑法（明治四十年法律第四十五号）第百七十六条、第百七十七条、第百七十九条から第百八十二条まで、第二百

四十一条第一項若しくは第三項又は第二百四十三条（同項の罪に係る部分に限る。）の罪 

二 盗犯等の防止及び処分に関する法律（昭和五年法律第九号）第四条の罪（刑法第二百四十一条第一項の罪を犯す

行為に係るものに限る。） 

三 児童福祉法第六十条第一項の罪 

四 児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律（平成十一年法律第五十二

号）第四条から第八条までの罪 

五 性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関す

る法律（令和五年法律第六十七号）第二条から第六条までの罪 

六 都道府県の条例で定める罪であって、次のイからニまでに掲げる行為のいずれかを罰するものとして政令で定めるもの 

イ みだりに人の身体の一部に接触する行為 

ロ 正当な理由がなくて、人の通常衣服で隠されている下着若しくは身体をのぞき見し、若しくは写真機その他の機器（以

下このロにおいて「写真機等」という。）を用いて撮影し、又は当該下着若しくは身体を撮影する目的で写真機等を差し

向け、若しくは設置する行為 

ハ みだりに卑わいな言動をする行為（イ又はロに掲げるものを除く。） 

ニ 児童と性交し、又は児童に対しわいせつな行為をする行為 

８ この法律において「特定性犯罪事実該当者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

一 特定性犯罪について拘禁刑を言い渡す裁判が確定した者（その刑の全部の執行猶予の言渡しを受けた者（当該執行猶

予の言渡しが取り消された者を除く。次号において「執行猶予者」という。）を除く。）であって、その刑の執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなった日から起算して二十年を経過しないもの 

二 特定性犯罪について拘禁刑を言い渡す裁判が確定した者のうち執行猶予者であって、当該裁判が確定した日から起算

して十年を経過しないもの 

三 特定性犯罪について罰金を言い渡す裁判が確定した者であって、その刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から起算して十年を経過しないもの 

附 則 

（改正前の刑法に規定する罪についてのこの法律の適用関係） 

第二条 第二条第七項（第一号に係る部分に限る。）の規定の適用については、次に掲げる罪は、同号に掲げる罪とみなす。 

一 刑法の一部を改正する法律（平成二十九年法律第七十二号。次項において「刑法一部改正法」という。）による改正前

の刑法第百七十八条の二、第百八十一条第三項若しくは第二百四十一条の罪又はこれらの罪の未遂罪 

二 刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律（令和五年法律第六十六号）第一条の規定による改正前の刑法第百七

十六条から第百七十八条までの罪又はこれらの罪の未遂罪 

２ 第二条第七項（第二号に係る部分に限る。）の規定の適用については、刑法一部改正法附則第三条の規定による改正前

の盗犯等の防止及び処分に関する法律第四条の罪（刑法一部改正法による改正前の刑法第二百四十一条前段の罪又は

その未遂罪を犯す行為に係るものに限る。）は、同号に掲げる罪とみなす。 

（懲役を言い渡す裁判についてのこの法律の適用関係） 

第三条 第二条第八項（第一号及び第二号に係る部分に限る。）及び第三十四条第二項（第一号並びに第二号ロ及びホに

係る部分に限る。）の規定の適用については、刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号）第二条の規定に

よる改正前の刑法第十二条に規定する懲役又はその全部の執行猶予を言い渡す裁判は、拘禁刑又はその全部の執行猶

予を言い渡す裁判とみなす。 

※第２条第７項第６号の罪は、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関す

る法律施行令（令和７年政令第440号）（抄）第２条及び附則第２項に掲げる条例（各都道府県のいわゆる迷惑防止条例及び青少

年健全育成条例）で定める又は定められていた罪であって、同号イからニまでに掲げる行為のいずれかを罰するものをいう。 


